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これから10年で激変する、
介護・福祉業界の現状と未来
超高齢社会に突入し、団塊世代が75歳以上を迎える2025年を目途に医療・介護制度改革が急ピッチで進められ

ている。それに伴い、人材の確保や生産性の向上等、大きなニーズと変化が見込まれている。この介護・福祉業界

の今後の未来に、大学はどのような貢献ができる可能性があるのか？

日本における介護業界の現状と課題、今後の将来予測について、介護人材政策を専門とする労働政策研究・研修機

構の堀田聰子氏に話を聞いた。

2013年度の介護サービスの年間実

受給者数は約566万人、介護職員数

は約177万人程度となっている。年

齢階級別に人口動態をみると（図表

１）、2010年と2025年を比較すると、

15～64歳人口は13.3％減少する一方

で、介護サービス受給率が高い75歳

以上人口は53.4％増加する。これに

より、2025年に必要な介護職員数（実

数）は、現状の年齢階級別・サービス

類型別の利用状況がそのまま続くと

した場合（現状投影シナリオ）でも

213～224万人、一定の改革シナリオ

（一般病床の機能分化、急性期病床へ

の医療資源の集中投入、平均在院日

数の短縮、在宅医療の推進等）に基づ

く試算（改革シナリオ）では232～244

万人といわれている（図表２）。高ま

る需要に対応して良質なサービスを

安定的に提供するために担い手の確

保が喫緊の課題であり、介護の世界

にもさらなるイノベーションが期待

されている。

イノベーションには、①現場レベ

ル、②マネジメントレベル、③制度レ

ベル、の3種類があるだろう。①の現

場レベルとは、例えば認知症の人に

対するケアの高度化や効果的なサー

ビスの開発、アセスメントに基づく

ケアとそのアウトカムの蓄積を通じ

た、よりエビデンスに基づく専門性

の高いケアの実現、セルフケアの支

援や自立支援型ケアマネジメントの

あり方等、ケア論あるいはサービス

論の進化である。もちろん、介護機

器やロボット等の開発も期待され

る。②のマネジメントレベルでは、

例えばオランダの在宅ケア組 織

ビュートゾルフは、専門職による信

頼に基づくフラットな自律型チーム

でケアの質と仕事の質を高めた結

果、コストを下げることにも成功、世

界的にも注目を集める。理念を共に

する複数の事業者が共同で人材育成

や事業展開等を行う取り組みも広が

りが待たれている。③制度レベルで

は、例えば事業所単位で人員配置や

運営の基準を定める現在の考え方を

生活圏域で必要な機能が確保されれ

ばよいと改めたり、ストラクチャ・プ

ロセス・アウトカムの観点からケア

の質を評価する指標の研究を進め、

それに基づく報酬のあり方を検討す

るといったこともありうるだろう。

ケアを必要とする人、専門職を問

わず、より一人ひとりの持つ力・主体

性を引き出し、需要の伸びを抑えつ

つ手ごたえを高める持続可能なモデ

ルとそこへの転換が求められてお

り、“あと何万人必要”という数字に

過度にとらわれることなく、様々な

イノベーションに真摯に取り組む必

要がある。

地域包括ケアシステムの
推進に向けて

いかなるイノベーションに取組む

に当たっても、ケアを取り巻く環境

害と付き合いながらも、心身の状態

に応じて生活の質が最大限に確保さ

れた状態へとその定義が変わりつつ

ある。こうしたなかで、住み慣れた、

あるいは本人が選んだ地域での自立

と尊厳ある暮らしを実現する持続可

能なモデルが模索され、地域包括ケ

アシステムにかかるいわばムーブメ

ントが各国で続いており、日本でも

今後目標とすべき政策概念として定

着するに至っている。

地域包括ケアは、「地域を基盤とす

るケア」と「統合ケア」という2つのコ

ンセプトから成り立っているとさ

れ、地域に根ざしたご当地システム

を作っていくことが求められてい

る。地域によって現状の人口構成や

健康の状況、将来見込まれる人口構

成と健康上のニーズ、フォーマル・イ

ンフォーマルの資源の状況が異な

り、同じような状況であっても、住民

の考え方は多様である。各地域で現

状と今後の人口、健康、資源の状況を

把握し、住民がどのように生きてい

きたいのか、どこでどんな最期を迎

えたいのか、それは今の「まち」の延

長で実現できるのか、実現できない

とすると、それなりに納得できる生

を全うするためには、どんな地域を

作っていけばよいのか、現状と課題、

ビジョンを共有することが出発点と

なる。

地域包括ケアシステムを別の視点

から捉えれば「ケア付きコミュニ

ティ」作りということもでき（図表

３）、首長のリーダーシップのもと、

実態に基づいて住民が地域における

最適を選び、実現に向けた戦略を立

変化の理解が不可欠となる。高齢化

が進み、疾患構造が変化するなか、虚

弱な高齢者、複数の疾患や障害を抱

えながら生きる方々の増加を背景と

した「地域包括ケアシステム」の構築

が、わが国のみならず、特に90年代以

降の欧米各国におけるヘルスケア・

ソーシャルケア改革に共通するチャ

レンジと言われている。とりわけ後

期高齢期には、複数の疾患を継続的

に発症しながら次第に死に至る軌道

が知られており、寿命が延びるにつ

れて、病院で治す医療から地域でケ

アサイクルを支える医療への転換が

求められることになる。人口構成の

変化は、健康概念にも影響を及ぼす。

かつては病気と認められないことが

健康とされていたが、今は、病気や障
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出所：国立社会保障・人口問題研究所：日本の将来推計人口（平成 24年１月推計）より作成 

図表 1　年齢階級別に見た将来推計人口の構成割合
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図表2　介護職員数（実数）の必要量の見込み（社会保障制度改革国民会議）

出所：内閣府 第10回社会保障改革に関する集中検討会議　参考資料1-2「医療・介護に係る長期推計」より抜粋

2011 年
2025 年

現状投影シナリオ 改革シナリオ

介護職員 140 万人 213 ～ 224 万人 232 ～ 244 万人
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案・実行し、モニタリングするという

一連のマネジメントプロセスが重要

である。

求められる
ケアだけではない人材

まず大学には、こうした一連のマ

ネジメントプロセスの支援、地域マ

ネジメントの担い手の育成を期待し

たい。前述の社会の変化に対応する

人材育成という観点からは、WHO

（世界保健機関）がまとめている今後

の疾患構造に対応した新しいコンピ

テンシーも、参考になるかもしれな

い（図表４）。一見見慣れたものばか

りが並んでいると思われるかもしれ

ないが、例えば①患者中心のケアに

は、効果的なコミュニケーション、健

康行動変容のサポート、セルフマネ

ジメント支援、先を見越したアプ

ローチ等が含まれ、②協働には、頻繁

にいわれるようになってきた多職種

多主体協働はもちろん、患者との協

働、地域との協働が含まれる。病気

や障害と付き合いながら地域で暮ら

す方々の生活の質を支える基盤とさ

れているのは、情報・スキルを得て活

性化された患者と先を見越して準備

ができた多職種チームの生産的相互

関係とされる。その底流には、改め

て本人・患者が人生の主体でありケ

アの担い手であるという考え方があ

り、患者と専門職という顔を突き抜

けて、共に同じ地域で暮らす生活者

としてのフラットな関係性が織り込

まれている。その人らしさ、生活の

質を支えるというときに、改めて本

人・患者と協働する、暮らしの質に関

わる資源が散らばっている地域と協

働するということについて、問い直

される余地が大きい。地域に開かれ

た事業所づくりは、人材確保のうえ

でも効果があると考えられ、事業所

のマネジメント上も重要である。ま

た、適宜ICTも活用しながら、最初に

も述べたように、継続的にケアの質

と効率を高める努力、それを後方支

援する研究も欠かせない。

「高齢者の」「利用者の」「患者の」ケ

アの改善を手がかりとしながらも、目

標は「全ての住民」が「よりよい生活の

中での経験」を「共に創り出して」いけ

るまちづくり、地域としての「物語」を

紡ぐことであり、ひろく地域のハピネ

スを地域住民が追求していくための

地域主体のコミュニティーデザイン

という切り口から、直接処遇にかかる

専門性を高めることのみならず、ケア

と他の領域（例えば食、スポーツ、音楽

…）をつなぎ、掛け合わせることがで

きる人材も求められている。

現在、国レベルでも介護・福祉人材

にかかる様々な議論が重ねられてい

るが、地域レベルで地域包括ケアシス

テムの担い手となる地域住民、様々な

当事者団体、住民組織、専門職や事業

者、教育訓練機関、関係団体、学校、企

業等と自治体の参画により、ケアを必

要とする人の生活像とそれを支える

仕組みやサービス、そのなかで公的財

源を使用する範囲を定義し、それぞれ

の現状の機能を棚卸ししたうえで、誰

がどこまで何を担うべきかを徹底的

に議論することも重要である。都道

府県に介護・福祉人材に関する協議

会を設置する動きが推奨されており、

大学は地域の介護・福祉人材のグラン

ドデザインを描くうえでも貢献が期

待される。こうしたなかで、欧州にお

いてみられるような、ケア関連領域を

横断した職業資格の継続的な整備・

発展のプラットフォームが生まれな

いかとも考えている。

今後の可能性
介護ビジネスのグローバル展開

アジアに目を向けると、中国、韓国

本格化するASEAN 諸国の高齢化

対策を展開するうえで、参考になる

と考えられており、その理念や制度、

実践のナレッジが国際協力の枠組み

においても輸出されようとしてい

る。世界に先んじて虚弱な高齢者が

大量に出現、多死社会を迎えようと

しているわが国の知恵と経験、チャ

レンジはASEAN諸国のみならず、

世界から大きな注目を集めている。

2000年の介護保険制度の導入は、

わが国の壮大なソーシャル・イノ

ベーションのきっかけであり、制度

的イノベーションが、ケアないし

サービスイノベーションにつなが

り、社会や地域に大きなインパクト

を与えてきており、今後民主的イノ

ベーションへの展開が期待されてい

るといわれる。顔が見える関係づく

りを基盤としつつ、ビジョンを共有

する多主体・多職種が、地域の中で、

さらに地域を超えて日常的にナレッ

ジを共有できるプラットフォームの

あり方、「共同学習」を促す関係づく

りのデザインの検討を進め、国内は

もちろん、グローバルに人間中心で

持続可能なケアとまちづくりに向け

た移行のプロセスを学びあえる仕組

みも有用であろう。

大学においても、領域・世代を超え

て育みあい支えあう地域づくり、地

域包括ケアシステムの構築に向け、

地域社会の一員としてマネジメント

プロセスの支援、求められるコンピ

テンシーの養成に取り組むととも

に、そのナレッジの体系化を進める

ことに期待したい。

（本誌　鹿島 梓、林 知里）

を始め、ASEAN（東南アジア諸国連

合）も急速な高齢化の進展が見込ま

れている（図表５、6）。

世界で最も高齢化が進んでいる日

本では、様々な高齢化対策を行って

きた長い歴史がある。高齢化対策

は、高齢者の健康や福祉、社会保障

ニーズへの対応等、社会全体の仕組

みの再構築を含む大きな課題である

ため、早い段階から取り組みを進め

ておくことが重要である。そのた

め、日本の取り組みは、今後高齢化が

図表４	 今後の疾患構造に対応した
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出所：UN, World Population Prospects: The 2012 Revision より編集部にて作成

これから10年で激変する、介護・福祉業界の現状と未来 特集

出所：地域包括ケア研究会『地域包括ケアシステムの構築における今後の検討のための論点』

図表3　「ケア付きコミュニティ」としての地域包括ケアシステム 図表 5　アジア各国の人口に占める 65 歳以上の割合（国連人口動態より）

	図表 6　アジア各国の 65 歳以上人口の推移（国連人口動態より）
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